
5月号 （ 10 ）5月号（ 11 ）

イ
ン
フ
ォ

　

メ
ー
シ
ョ
ン

イ
ン
フ
ォ

　

メ
ー
シ
ョ
ン

藤都西 大本本

国
民
健
康
保
険
税
率
は
こ
れ
ま
で

地
域
ご
と
に
異
な
っ
て
い
ま
し
た
が
、

平
成
24
年
度
か
ら
全
地
域
統
一
と
な

り
ま
し
た
。

税
率
改
正
に
よ
る
保
険
税
額
の
変

更
例
、
計
算
方
法
は
次
の
と
お
り
で

す
。（税

率
は
広
報
と
ち
ぎ
３
月
号
を
、

４
人
世
帯
の
税
額
の
変
更
例
は
４
月

号
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。）

◇
問
合
先

　
　

市
民
税
課　
　

☎
（21）
２
１
２
３

　
　

保
険
医
療
課　

☎
（21）
２
１
５
１

　
　

税
務
課　
　
　

☎
（43）
９
２
０
８

　
　

税
務
課　
　
　

☎
（62）
０
９
０
２

　
　

税
務
課　
　
　

☎
（29）
１
１
０
１

　
　

地
域
ま
ち
づ
く
り
課

　
　
　
　
　
　
　
　

☎
（92）
０
３
０
４

国
民
健
康
保
険
税
に
つ
い
て

国
民
健
康
保
険
の
現
状
２

国
民
健
康
保
険
か
ら
の
お
知
ら
せ

　

市
で
は
、
低
利
な
融
資
で
中
小
企

業
者
を
支
援
し
て
い
ま
す
。

☆
設
備
合
理
化
資
金
（
設
備
資
金
）

◇
融
資
額　

２
千
万
円
以
内

◇
返
済
期
間　

10
年
以
内

◇
利
率　

５
年
以
内　

年
１・７
％
、

７
年
以
内　

年
２・０
％
、
７
年
以
上

年
２・２
％

☆
経
営
安
定
資
金
（
運
転
資
金
）

◇
融
資
額　

２
千
万
円
以
内

◇
返
済
期
間　

７
年
以
内

◇
利
率　

３
年
以
内　

年
１・５
％
、

５
年
以
内　

年
１・７
％
、
５
年
以
上

年
１・９
％

☆
小
規
模
企
業
者
資
金
（
設
備
・
運

転
資
金
）

◇
融
資
額　

１
千
２
百
５
十
万
円
以

内◇
返
済
期
間　

５
年
以
内

◇
利
率　

３
年
以
内　

年
１・７
％
、

３
年
以
上　

年
１・８
％

☆
創
業
資
金
（
設
備
・
運
転
資
金
）

◇
融
資
額　

５
百
万
円
以
内

◇
返
済
期
間　

５
年
以
内

◇
利
率　

１・７
％

☆
緊
急
景
気
対
策
特
別
資
金
（
運
転

資
金
）

◇
融
資
額　

最
大
２
千
万
円

◇
返
済
期
間　

５
年
以
内
（
１
年
以

内
を
除
き
据
置
６
か
月
以
内
）

◇
利
率　

１
年
以
内　

年
１・５
％
、

３
年
以
内　

年
１・７
％
、
３
年
以
上

年
１・８
％

※

融
資
限
度
額
は
、
売
上
減
少
関

係
で
１
千
万
円
、
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ

ト
６
号
認
定
関
係
で
１
千
万
円

☆
共
通
事
項

◇
融
資
対
象
者　

市
内
で
同
一
事

業
を
１
年
以
上
営
み
（
創
業
資
金
除

く
）、
市
税
を
完
納
し
て
い
る
方
（
そ

の
他
条
件
も
あ
り
）

◇
返
済
期
間　

措
置
６
か
月
以
内

（
緊
急
景
気
対
策
特
別
資
金
除
く
）

◇
問
合
先　

市
内
の
銀
行
・
信
用
金

庫
、　 　

商
工
観
光
課　

☎
（21）
２
５

０
４

　

市
で
は
、
各
産
業
分
野
の
支
援
施

策
と
し
て
下
記
事
業
を
創
設
し
ま
し

た
。
ご
活
用
く
だ
さ
い
。
詳
細
は
、

各
担
当
課
へ
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

ご
利
用
く
だ
さ
い

中
小
企
業
向
け
制
度
融
資

栃
木
市
の
産
業
振
興
施
策
の

　
　
　
　
　
　
　
　
ご
案
内

本

本

事
業
名

概
要

限
度
額
・
補
助
率
等

補
助
対
象

①経営安定支援

経営
支援事業

経営相談など専門
家相談費用に要す
る経費の一部を補
助する制度

1 日あたりの相談
に付き、16,000 円
もしくは、謝礼金
等の２分の１のい
ずれか少ない額。
（同一年度内に 4
回を限度）

県産業振興セン
ター「専門家派遣
事業」の採択を受
けたもの

②商店街活性化支援

空き店舗活用
促進事業

店舗の改修・家賃および
出店後の専門家相談に係
る経費の一部を補助する
制度

市内の対象地域の空き店
舗を活用し創業するもの。
法人格を有するまちづくり団
体又は営利を目的としない団
体で空き店舗を利用して地域
における課題の解決に寄与す
ると認められる事業を行うもの

改修：100 万円又は対象経
費の２分の１のいずれか少
ない額。家賃：50 万円又
は 12 か月分の２分の１の
いずれか少ない額。専門家：
1.6 万円又は対象経費の２
分の１のいずれか少ない額
（同一年度内5回上限）

③新製品の研究・
開発支援
新製品等開発
支援事業

新製品・新技術（製造
業に限る）の研究開
発に要する経費の一
部を補助する制度

市場の製品と比較し
新規性があり、公序
良俗に反しない製品・
技術の開発を行おう
とする中小企業者で
本補助金審査会にお
いて認められたもの

100 万円もしくは対象
経費の２分の１のい
ずれか少ない額

④産業財産権
取得支援

産業財産権取得
支援事業

特許権・実用新案
権など産業財産権
の取得に要した経
費の一部を補助す
る制度

産業財産権を取得
後、6 か月以内に申
請するもの

対象経費の３分の
２の額
特許権は 50 万円、
実用新案権、意匠
権および商標権は
10 万円を限度

⑤就農支援

新規就農
サポート事業

新たに就農する者にワンス
トップ窓口を設置し、各種助
成制度の紹介やセミナーの案
内および就農に係る経費の一
部を補助する制度

満 40 歳以下
○市内に３年以上住所があ
り、現在住所を有し、今後 1
年にわたり居住する見込者
○市内で農業に新規就農し、
県と市で新規就農者であるこ
とを認められたもの

補助額上限 10 万円

農林課　☎21-2553本商工観光課　☎21-2504・2541

◇
国
民
健
康
保
険
税
の
収
納
状
況

国
民
健
康
保
険
は
、
加
入
者
か

ら
の
国
民
健
康
保
険
税
や
国
県
か

ら
の
負
担
金
な
ど
を
財
源
に
運
営

し
て
い
ま
す
。
こ
の
う
ち
、
国
民

健
康
保
険
税
は
、
厳
し
い
社
会
情

勢
を
背
景
に
、
課
税
の
基
礎
と
な

る
所
得
額
の
減
少
や
雇
用
環
境
の

悪
化
な
ど
に
よ
る
収
納
率
低
下
の

た
め
、
税
収
額
は
年
々
減
少
し
、

税
収
の
確
保
が
大
き
な
課
題
と

な
っ
て
い
ま
す
。

○
国
保
財
政
の
状
況

本
市
の
平
成
24
年
度
国
民
健
康
保

険
特
別
会
計
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額

は
、
約
１
６
５
億
６
千
万
円
と
な
って

い
ま
す
。

医
療
費
は
年
々
増
加
し
て
い
ま
す

が
、
国
民
健
康
保
険
税
収
額
は
減

少
し
て
い
ま
す
。
不
足
分
を
保
険
財

政
調
整
基
金
か
ら
繰
り
入
れ
て
い
る

状
況
で
、
厳
し
い
財
政
運
営
を
し
て

い
ま
す
。

国
民
健
康
保
険
税
率
の
均
一
化
に

あ
た
っ
て
は
、
財
源
を
確
保
す
る
た

め
、
税
率
の
引
き
上
げ
を
検
討
し
ま

し
た
が
、
不
均
一
課
税
の
解
消
と
急

激
な
負
担
増
と
な
ら
な
い
よ
う
配
慮

し
、
税
率
改
正
を
行
い
ま
し
た
。

48.0億円

46.0億円

44.0億円

42.0億円

40.0億円
20年度 21年度 22年度

保険税収額の推移

（合併旧市町の合計額）

46.0億円 45.4億円
44.8億円

合計合計
165 億 6 千万円165 億 6 千万円

合計
165 億 6 千万円

保険給付費保険給付費
111.7111.7
保険給付費
111.7

後期高齢者後期高齢者
支援金等支援金等
20.520.5

後期高齢者
支援金等
20.5

【歳出】【歳入】

（億円）（億円）

国民健康保険税国民健康保険税
37.437.4

国県支出金国県支出金
52.752.7前期高齢者交付金前期高齢者交付金

29.229.2

共同事業交付金共同事業交付金
22.022.0

その他その他
24.324.3

国民健康保険税
37.4

国県支出金
52.7前期高齢者交付金

29.2

共同事業交付金
22.0

その他
24.3

合計合計
165 億 6 千万円165 億 6 千万円

合計
165 億 6 千万円

2．前年所得 130 万円
（給与収入 211 万円、年金収入 223 万円）

１．前年所得 33 万円以下
（給与収入 98 万円、年金収入 103 万円以下）

栃木
大平
藤岡
都賀
西方

251,600
235,400
229,000
224,200
243,500

旧税率
（23 年度）

新税率
（24 年度）

222,900

増減額
（円）

‒28,700
‒12,500
‒6,100
‒1,300
‒20,600

地域
保険税年額（円）

栃木
大平
藤岡
都賀
西方

78,900
76,600
78,700
75,300
70,800

旧税率
（23 年度）

新税率
（24 年度）

51,400

増減額
（円）

‒27,500
‒25,200
‒27,300
‒23,900
‒19,400

地域
保険税年額（円）

3．前年所得 200 万円
（給与収入 311 万円、年金収入 316 万円）

栃木
大平
藤岡
都賀
西方

320,900
307,500
295,500
293,500
305,800

旧税率
（23 年度）

新税率
（24 年度）

293,600

増減額
（円）

‒27,300
‒13,900
‒1,900
100

‒12,200

地域
保険税年額（円）

例２　[ 前年所得 130 万円 ] の
新税率による保険税額の計算方法

①医療分 (130万円－33万円)×6.6%＋10万円×14％＋24,000円×2人＋23,500円

②支援金分 (130万円－33万円 )×  2%＋ 10万円× 3％＋ 5,000円×2人 ＋  4,500円
③介護分 (130万円－33万円)×1.5%＋ 10万円× 3％＋ 7,000円×2人＋  5,000円

[40～64歳被保数]

保険税年額　　①149,520円+②36,900円+③36,550円＝222,900円　[端数処理後]

所得割額 資産割額 均等割額 平等割額

[基礎控除]  [所得割率]               [資産割率] [均等割額] [被保数]

＜例＞2人世帯（夫 62 歳・妻 60 歳）、固定資産税年額 10 万円の場合

福祉分野 ★介護福祉士 ★社会福祉士 ★精神保健福祉士
医療分野 ★理学療法士 ★作業療法士 ★看護師
衛生分野 ★ネイル　　 ★メイク ★エステティシャン
（姉妹校）小山歯科衛生士専門学校 ★歯科衛生士

栃木市平柳町2-1新栃木駅東  ℡0282-28-0020  http://www.maronie.jp

福祉・医療・美容の資格取得を目指す！

大掃除のお知らせ

みんなで協力　きれいな街づくり

春の大掃除を
行いますので
ご協力をお願
いします。

5月18日
 （金）
各事業所
学校
官公署

5月20日
 （日）

各家庭

介護納付金介護納付金
9.69.6

共同事業拠出金共同事業拠出金
19.019.0

その他その他
4.84.8

介護納付金
9.6

共同事業拠出金
19.0

その他
4.8

栃木市城内2‒40‒1
ヴォルテックス

TEL 0282-22-8844
VORTEX
http://www.tire-vortex.com
定休日 /年 中 無 休 (お盆と年末年始除く ) 営業時間 /AM9:30 ～ PM7:00

タイヤショップショップタイヤショップ

ミシュラン･ＢＦグッドリッチ・ブリヂストン・ヨコハマ
ダンロップ・トーヨー・ピレリー・コンチネンタル
ハンコック・ナンカン・フェデラル他
バッテリー・オイル
ヤマハパス・シルバーカー等

取扱商品

必ず担当の長が電話に出るのでご安心ください

「改修したい」 「使いやすくしたい」 「部屋にしたい」 「新しくつくりたい」

まずはメールで相談したいという
あなた様にはメールで回答いたします。

お電話でも各お問い合わせいただけます。

「“あまや”ってなあに？」
　　「納屋や物置小屋のことです。実は方言なんですよ」　（担当：長）

>>goodlifespace@maru-zen.biz

☎ 0 2 8 2 ‒ 5 1 ‒ 2 5 4 3

鉄と木で家を育み、自然素材で人を育む
有限会社丸善工業／丸善工業建築デザイン事務所
栃木市惣社町862　http://www.maru-zen.biz

“あまや”でお悩みの方はこちらへご連絡下さい。

育みの家


